
（５）　安全で快適な生活が送れるまち

①　《地域安全》…消防・防災
№ 事　　業　　名 所管課 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 評　　価　　等 課　　題　　　

1 防災対策の計画的な推進 総合防災課 計画 地域防災計画の見
直し

防災マップの作成 対策強化 対策強化 対策強化 　地域防災計画資料編の定期的な更新
を行い、常に最新の情報を提供するこ
とが可能となった。
　また、防災知識啓発冊子（防災のて
びき）を全戸配布することにより、市
民に対する防災意識の向上を図ること
ができた。

　地域防災計画の改定を早
期に実施する必要がある。

　

⇒

改定 地域防災計画の見
直し
遺体収容袋の配備

地域防災計画の見
直し
遺体収容袋の配備

地域防災計画の見
直し
遺体収容袋の配備

　平成15年度改定後、事業工程変 事業費 0 6,505 0 1,365 35,855

実績 なし 震度計の設置 なし 警戒車両の購入 防災知識啓発冊子
の全戸配布、防災
行政用無線子局の
増設（10基）

事業 0 6,505 0 1,147 32,807
2 防災拠点の整備 総合防災課 計画 整備 整備 整備 整備 整備 　備蓄資機材等の計画的な整備を図る

ことにより、防災拠点の機能充実が図
られた。

　引き続き、備蓄資機材の
整備充実を図る必要がある
が、今後は保存期間を経過
した食糧等の更新（廃棄を
含む）について検討する必
要がある。

⇒

改定 備蓄食糧、資機材
の整備
トイレ設備改修

備蓄食糧、資機材
の整備
トイレ設備改修

備蓄食糧、資機材
の整備
トイレ設備改修

　平成15年度改定後、事業工程変 事業費 1,210 1,134 5,260 5,145 28,425

実績 備蓄食糧（アル
ファ米）の更新

備蓄食糧（乾燥が
ゆ）の更新

備蓄毛布等の整備 災害用袋式簡易担
架、災害用備蓄毛
布、土のうの購入

災害用袋式簡易担
架、災害用備蓄毛
布、アルファ米、
サバイバルフー
ズ、組み立て式簡
易トイレの購入

事業費 680 908 5,117 6,377 18,734

3 公共建築物の耐震補強 総合防災課 計画 調査･検討 調査･検討 調査･検討 調査･検討 調査･検討 　各施設所管課等と連携を図り、現状
把握等を行った。

　引き続き、耐震補強工事
の推進に向け取り組む必要
がある。

　

　 事業費 0 0 0 0 0

実績 検討 検討 検討 検討 検討

事業費 0 0 0 0 0

4 市役所本庁舎の耐震改修 管財課 計画 耐震改修 耐震改修 耐震改修 耐震改修 耐震改修 　平成８年度に建設省住宅局監修の耐
震診断基準及び耐震改修設計指針に準
拠し、かつ構造耐震指標を上回る性能
を目標とし本庁舎の耐震改修設計を
行った。その設計に基づき、平成９年
度から耐震改修工事を実施し、平成１
７年度に４８枚全ての耐震ブレスの設
置と外壁改修工事が完了した。

　設備の老朽化が進む中、
平成１９年から３年間で地
階機械室を中心とした庁舎
共通部分の設備改修を行う
予定であるが、完了後に
は、１階から４階までの各
執務室天井内に敷設してい
る電気配管、空調ダクト並
びに衛生配管等の改修が必
要となる。

⇒

改定 － 耐震改修 耐震改修

　平成15年度改定後、事業工程変 事業費 42,080 65,120 7,120 61,120 166,400

実績 庁舎２階の耐震改
修工事、仮設庁舎
賃借

庁舎２階の耐震改
修工事、仮設庁舎
賃借

仮設庁舎賃借 庁舎３、４階の耐
震改修工事、仮設
庁舎賃借

庁舎３、４階の耐
震改修工事、仮設
庁舎賃借

事業費 32,639 58,228 7,119 58,289 166,329

5 市役所本庁舎の空調設備改修 管財課 計画 　老朽化が進んでいる熱源機器につい
て、平成１６年度に実施した設備改修
工事基本設計でスペース性や経済性、
環境配慮等システムの比較検討を行
い、総合評価の一番高いガス焚吸収式
令温水発生器に更新した。結果、光熱
水費の削減とＣＯ2・ＮＯｘの排出削
減を行うことができた。

⇒

改定 改修

　平成17年度新規採択 事業費 116,193

実績 ターボ冷凍機、ボ
イラの撤去、ガス
吸収式冷温水器の
設置

事業費 119,301
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№ 事　　業　　名 所管課 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 評　　価　　等 課　　題　　　

6 災害情報通信ネットワークの整
備

総合防災課 計画 協議への参加 協議への参加 協議への参加 協議への参加 協議への参加 　定期的な情報交換、訓練等の実施な
ど広域的な防災対策の充実に向けた取
り組みを行った。

　引き続き、地域内の行政
機関及び防災関係機関の連
携強化を目指し取り組む必
要がある。

　

⇒

事業費 425 346 533 533 533

平成15年度改定後、事業名変更
旧事業名「三浦半島地域災害情
報通信ネットワークの整備」

実績 協議会負担金 協議会負担金 協議会負担金 協議会負担金 協議会負担金

事業費 425 346 533 533 533

7 消防団器具置場の建設
（第１１分団）

消防本部総務
課

計画 地質・環境調査
建設

環境調査 　１１分団器具置場の建設により、地
域住民の安全確保が図られた。

　今後も築年数の古い分団
器具置場を順次、建替えを
行い、防災拠点の充実を図
る必要がある。

事業費 19,215 2,166

　 実績 地質・環境調査
第11分団の建設
（13年度完了）

旧第11分団器具置
場の解体工事は実
施せず

－ － －

事業費 16,653 0

8 消防団器具置場の建設
（第２９分団）

消防本部総務
課

計画 検討 検討 検討 検討 　２９分団器具置場の建設により、地
域住民の安全確保が図られた。

　今後も築年数の古い分団
器具置場を順次、建替えを
行い、防災拠点の充実を図
る必要がある。

⇒

改定 － 改築

平成15年度改定後、事業工程変 事業費 0 0 0 8,500

　 実績 検討 検討 検討 建て替え工事（16
年度完了）

事業費 0 0 0 7,881

9 消防団器具置場の建設
（第２６分団）

消防本部総務
課

計画 　２６分団器具置場の建設により、地
域住民の安全確保が図られた。

　今後も築年数の古い分団
器具置場を順次、建替えを
行い、防災拠点の充実を図
る必要がある。

⇒

改定 建設

平成17年度新規採択 事業費 14,320

　 実績 自主設計、建設工
事

事業費 14,017

10 消防庁舎の整備（玉縄出張所） 消防本部総務
課

計画 耐震改修工事 　耐震改修工事を行い、災害時の防災
拠点としての機能が充実できた。

　市内の消防署所の適正配
置。

　

⇒

　平成15年度改定後、削除 事業費 0 18,726

実績 検討 耐震改修工事、下
水道接続及び内部
改修工事（14年度
完了）

事業費 0 18,060

11 消防庁舎の整備（腰越出張所） 消防本部総務
課

計画 検討 検討 検討 決定 設計
地質・環境調査

　耐震改修工事と建替え工事との比較
を行ったところ、耐震改修工事では消
防出張所機能が低下することから建替
えすることとした。時期は七里ガ浜地
域出張所の整備後となる。

　災害時、防災拠点として
機能できるか不安である。

　

⇒

－ － －

　平成15年度改定後、事業工程変 事業費 0 0 0 0 0

実績 検討 検討 検討 検討 検討

事業費 0 0 0 0 0
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№ 事　　業　　名 所管課 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 評　　価　　等 課　　題　　　

12 消防庁舎の整備（今泉出張所） 消防本部総務
課

計画 　消防署所から最も遠方にある地域に
消防出張所を建設できることとなり、
地域住民の不安が解消された。　

⇒

改定 設計

　平成17年度新規採択 事業費 8,012

実績 自主設計

事業費 0

13 耐震性防火水槽の充実 警防課 計画 築造（大町） 　消防水利弱体地域に耐震性防火水槽
を築造することで警備力の強化を図
る。２１年築造予定。

　今後も水利弱体地域に耐
震性防火水槽を築造してい
く。

⇒

－ － －

平成15年度改定後、事業工程変 事業費 0 0 0 0 0

　 実績 検討 検討 検討 検討 検討

　
事業費 0 0 0 0 0

14 高規格救急車の整備 警防課 計画 鎌倉署更新 深沢出張所切替 大船署更新 浄明寺出張所切替 　高規格救急車の整備に伴い、救命率
の向上に努めることができた。

　今後も高規格救急車を更
新していき、救命率の向上
に努める。

　

⇒

改定 － － 浄明寺出張所分更
新

　平成15年度改定後、事業工程変 事業費 32,200 30,470 0 32,000 34,723

実績 鎌倉消防署に配備 深沢出張所に配備 － 大船署に配備 玉縄出張所に配備

事業費 27,360 28,405 0 28,696 31,873
15 救急救命士の育成 警防課 計画 研修所派遣 研修所派遣 研修所派遣 研修所派遣 研修所派遣 　救急救命士の養成により、常時救急

車に救急救命士を配置することがで
き、救命率の向上に役立っている。

　今後も救急救命士を養成
していき、救命率の向上に
努める。合わせて薬剤投与
研修、気管挿管研修を行
い、救急救命士レベルアッ
プに努める。

　

　 事業費 2,337 2,347 2,335 2,222 2,222

実績 国家試験１名合格 国家試験１名合格 国家試験１名合格 国家試験１名合格 国家試験1名合格

事業費 2,329 2,347 2,335 2,221 2,215

16 無線中継基地局の整備 指令課 計画 研究 研究 研究 検討 検討 　消防無線がアナログからデジタルへ
切り替わるため研究検討の期間とし
た。

　デジタル化への切り替え
時期に不感地帯の解消に努
める。

　

　 事業費 0 0 0 0 0

実績 研究・検討 研究・検討 研究・検討 研究・検討 研究・検討

事業 0 0 0 0 0
17 災害情報体制の充実 指令課 計画 研究 研究 研究 研究 検討 　消防無線がアナログからデジタルへ

切り替わるため研究検討の期間とし
た。

　デジタル化への切り替え
時期に整備を図る。

　 事業費 0 0 0 0 0

実績 研究・検討 研究・検討 研究・検討 研究・検討 研究・検討

事業費 0 0 0 0 0

18 消防団用無線整備事業 消防本部総務
課

計画 　消防団無線機の整備により、消防本
部、消防団相互の通信が可能となり、
災害現場での連携、強化が図られた。

　消防団員の取り扱い訓練
を重ね、高度な無線交信に
努める。⇒

改定 － － 相互通信用無線機
の整備

　平成15年度改定後、新規採択 事業費 0 0 17,850

実績 相互通信用無線機
の整備

事業費 0 0 17,405
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№ 事　　業　　名 所管課 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 評　　価　　等 課　　題　　　

19 既成宅地等防災工事費の助成 都市整備総務
課

計画 助成 助成 助成 助成 助成 　防災工事、伐採工事に対する助成を
行うことにより、既成宅地等における
がけ崩れや土砂の流出等による災害発
生の防止を図った。

　年度により申請件数等の
変動が大きく、市民のニー
ズに的確に対応するための
体制整備が求められてい
る。

　

　 事業費 60,000 60,000 80,000 48,400 57,000

実績 既成宅地防災工事
等助成金、融資委
託金

既成宅地防災工事
等助成金、融資委
託金

既成宅地防災工事
等助成金、融資委
託金

既成宅地防災工事
等助成金、融資委
託金

既成宅地防災工事
等助成金、融資委
託金

事業費 78,391 68,165 65,592 75,317 93,130

20 急傾斜地崩壊危険区域の指定お
よび防災工事の促進

都市整備総務
課

計画 指定・促進 指定・促進 指定・促進 指定・促進 指定・促進 　県が施工する急傾斜地崩壊対策事業
に対する負担金を支出し、事業の促進
を図った。

　県との連携強化を図り、
効果的な防災工事の促進を
めざす必要がある。

　 事業費 92,000 100,000 108,840 100,000 112,000

　 実績 指定１カ所、拡大
１カ所、防災工事
促進

防災工事促進 防災工事促進 指定２カ所、拡大
１カ所、防災工事
促進

指定５カ所、拡大
１カ所、防災工事
促進

事業費 180,776 179,696 117,439 102,422 106,340

①　《地域安全》…交通安全・防犯
№ 事　　業　　名 所管課 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 評　　価　　等 課　　題

21 交通安全計画の推進 道路安全課 計画 推進 推進 推進 推進 推進

　

⇒

　 道路整備課 事業費 0 0 0 0 0

実績 第７次鎌倉市交通
安全計画策定

平成14年度鎌倉市
交通安全実施計画
策定

平成15年度鎌倉市
交通安全実施計画
策定

平成16年度鎌倉市
交通安全実施計画
策定

平成17年度鎌倉市
交通安全実施計画
策定

事業費 0 0 0 0 0
22 市道大船西鎌倉線の歩行者用安

全施設の整備
道路安全課 計画 調査・検討 　用地取得等の課題があり、事業の推

進が図れない。
　歩道未整備箇所は、用地
の取得が必要となる。
　また、歩道確保のため擁
壁等の道路保護施設の検討
も必要となり、事業費が膨
大となる。

⇒ ⇒

－ － －

　平成15年度改定後、事業工程変 道路整備課 事業費 0 0 0 0 0

　 実績 検討 検討 検討 検討 検討

事業費 0 0 0 0 0
23 田園踏切交通安全対策 道路安全課 計画 調査・検討 調査・検討 調査・検討 調査・検討 調査・検討 　田園踏切は、平成１１年度に跨道部

の歩道の新設に伴い拡幅が完了してい
るが、鉄道交差部以外は歩道が未整備
で、歩行者交通量も多いため、交通安
全対策としてのハード面の対策は不十
分であり、積極的に取組む必要があ
る。

　市道209-008号線(延長=約
300ｍ)の計画幅員は11.0ｍ
で全線にわたり用地取得が
生じるため、地権者の合意
形成が課題となる。
　また、跨道部の拡幅が必
要で、事業費が膨大とな
る。

⇒

　　 道路整備課 事業費 0 0 0 0 0

　 実績 検討 検討 検討 用地取得 事業計画の検討

事業費 0 0 0 10,072 0

24 岩瀬今泉周辺交通対策 道路安全課 計画 砂押橋交差点（資
生堂側）調査・鑑
定･用地取得

砂押橋交差点（資
生堂側）改良工事
中町バス停歩道整
備

七久保橋交差点改
良工事

　砂押橋交差点改良により、局所的な
交通の円滑化は図られた。しかし、住
民が切望している張出し歩道について
は、河川法の占用許可手続きに関し
て、関連機関と継続して協議調整中で
ある。

　対策を講じなければなら
ない延長のうち、砂押川に
沿っている延長は1.8Kmあ
り、河川法の占用の可否が
最重要なキーポイントとな
る。
　七久保橋交差点改良につ
いては、用地取得が不可欠
で、地権者の合意形成が課
題となる。

⇒ ⇒

改定 （用地取得） － －

　平成15年度改定後、事業工程変 道路整備課 事業費 115,400 113,319 22,200 239,635 6,090

　 実績 建物等調査委託、
土地鑑定評価委
託、用地取得交渉

用地取得、家屋等
移転補償

用地取得、家屋等
移転補償

砂押橋交差点改良
工事

七久保橋交差点測
量調査

事業費 4,386 77,823 22,245 198,908 3,970
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№ 事　　業　　名 所管課 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 評　　価　　等 課　　題　　　

25 放置自転車対策事業 道路安全課 計画 検討 検討 検討 検討 検討 　大船駅東口再開発事業用地を暫定利
用した駐輪場を、大船駅東口周辺に３
箇所、収容台数１，３４２台を整備し
た。その結果、市内でも最も多くの放
置台数約１，５００台の削減を図っ
た。

　再開発事業用地の暫定利
用であるため、再開発事業
の進捗状況により施設の撤
去、用地を返還する必要が
ある。
　暫定後の恒久的施設整備
のため、用地確保等が課題
となる。

⇒ ⇒

改定 － 駐輪場建設 駐輪場建設（負担
金）

　平成15年度改定後、事業工程変 道路整備課 事業費 0 0 0 10,000 5,000

　 実績 調整・検討 調整・検討 調整・検討 大船駅東口周辺駐
輪場整備

大船駅東口周辺駐
輪場整備

事業費 0 0 0 10,000 5,000

26 歩行者尊重道路の整備 交通政策課 計画 計画 整備推進 整備推進 整備推進 　鎌倉地域交通計画研究会から提言さ
れた「歩行者尊重道路施策」について
は、今小路通りにおいて、イメージハ
ンプを設置するとともに、「安心歩行
エリア」事業に対し意見聴取を行っ
た。平成１７年度は、鎌倉市交通政策
研究会において平成１６年度に確認さ
れた「歩行・居住環境の向上策」の具
体として、今小路通りを取り上げ、平
成１８年度専門部会を設置するための
準備として、市民委員の募集などを
行った。
　また、鎌倉山周辺の通過交通対策と
して、地元自治町内会と定期的に議論
の場を設け検討している。

　今小路通り歩行者尊重道
路の整備については、地元
自治町内会、商店会等で構
成する専門部会において、
平成１９年１０月を目途に
整備計画を策定する。
　また鎌倉山周辺の通過交
通対策についても、町内会
との協働で交通量調査を実
施しているが、いずれもど
のように合意形成を図るか
が課題となる。

⇒

－ － －

　平成15年度改定後、事業工程変 事業費 0 3,000 0 0 0

　 実績 実施事業の調整 今小町通り歩行者
尊重道路整備工
事、小町踏切入口
交差点にイメージ
ハンプを設置

検討 「あんしん歩行エ
リア」事業の意
見･要望聴取

関係機関・関係者
等との協議

事業費 0 2,888 0 0 0

27 防犯活動の充実 市民活動課 計画 事業の推進 事業の推進 事業の推進 事業の推進 事業の推進 　防犯に関する情報提供を行うととも
に、防犯意識の高揚を図るための普
及、啓発活動並びに地域の防犯活動な
どへの支援に努め、地域ぐるみの防犯
活動が推進された。

　犯罪のない明るい社会を
築くため、防犯灯の照度確
保に向けた支援充実が課
題。

⇒

　 安全・安心ま
ちづくり推進
担当

事業費 58,591 58,286 57,239 57,300 62,170

　 実績 防犯灯の維持・設
置に係る補助金な
ど

防犯灯の維持・設
置に係る補助金な
ど

防犯灯の維持・設
置に係る補助金な
ど

防犯灯の維持・設
置に係る補助金な
ど

防犯灯の維持・設
置に係る補助金な
ど

事業費 56,920 57,313 58,704 60,664 60,609

28 安全・安心まちづくり推進事業 安全・安心ま
ちづくり推進
担当

計画 　市民の自主的な防犯活動の促進、支
援を図ったことにより、地域での防犯
パトロールなどの防犯活動への取り組
みが推進された効果等により、刑法犯
認知件数が減少した。

　市民一人ひとりの防犯意
識の高揚と地域ぐるみの防
犯活動への取組み促進が課
題。⇒

改定 支援

　平成17年度新規採択 事業費 4,343

　 実績 防犯アドバイザー
の配置、防犯グッ
ズの貸出

事業費 6,118
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②　《市街地整備》
№ 事　　業　　名 所管課 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 評　　価　　等 課　　題
1 都市マスタープランの推進 都市計画課 計画 　平成１０年３月に策定した都市マス

タープランについて、その後の動向や
取り組み状況を検証するとともに、今
後、重点的に取り組むべき内容につい
て明確化した「増補版」を市民の参画
を得て取りまとめた。
　他の個別プランとの整合も図ること
により、着実な計画実現を目指した。

⇒

改定 見直し業務委託 見直し業務委託

　平成15年度改定後、新規採択 事業費 3,000 3,610

　 実績 現行計画の評価・
検討
市民ワークショッ
プの開催

現行計画の評価・
検討
増補版の刊行（16
年度で完了）

事業費 2,984 3,585

2 まちづくり条例の運用
（推進地区指定）

都市政策課 計画 まちづくり推進地
区の指定

まちづくり推進地
区の指定

まちづくり推進地
区の指定

まちづくり推進地
区の指定

まちづくり推進地
区の指定

　大船駅南部地区については、推進地
区制度から自主まちづくり制度の活用
に変更した。

　推進地区制度を活用した
まちづくりの実績がないこ
とから、取り組みやすい制
度への見直しが必要。　

⇒

⇒ 改定 まちづくり推進地
区指定に係る検討

検討 検討

　平成15年度改定後、事業工程変 経営企画課 事業費 0 0 0 0 0

実績 鎌倉芸術館周辺地
区、大船駅南部地
区指定の検討

鎌倉芸術館周辺地
区、大船駅南部地
区指定の検討

鎌倉芸術館周辺地
区、大船駅南部地
区指定の検討

鎌倉芸術館周辺地
区、大船駅南部地
区指定の検討

推進地区指定、大
規模開発事業の手
続のあり方につい
て協議

事業 0 0 0 0 0
3 まちづくり条例の運用

（市民活動支援）
都市政策課 計画 自主まちづくり計

画の策定支援
自主まちづくり計
画の策定支援

自主まちづくり計
画の策定支援

自主まちづくり計
画の策定支援

自主まちづくり計
画の策定支援

　平成１５年度に大町六・七丁目と笹
目町地区の自主まちづくり計画が策定
され、現在、西鎌倉山地区、大船富士
見町地区の自主まちづくり計画策定に
向けて協議・支援している。

　自主的なまちづくり制度
であるため、担保性が低い
ことから、より担保性の高
い制度への誘導を図ってい
く必要がある。

　

⇒

改定 支援・新たな支援
の検討

支援・検討 支援・検討

　平成15年度改定後、事業工程変 事業費 350 250 250 250 291

実績 大町六、七丁目自
治会と協議

大町六、七丁目自
治会と協議

笹目まちづくりの
会との協議

自主まちづくり計
画策定支援・制度
の見直し

自主まちづくり計
画策定支援・制度
の見直し

事業 0 0 300 0 0
4 市民との協働によるまちづくり

協議会の運営
拠点整備・海
浜課

計画 まちづくり協議会
の運営

まちづくり協議会
の運営
推進母体の運営

⇒

　平成15年度改定後、統合削除 事業費 880 677

実績 まちづくり協議会
の開催、まちづく
りニュースの発行

まちづくり協議会
の開催、まちづく
りニュースの発行

事業費 656 432
5 古都中心市街地まちづくり構想

の推進
拠点整備・海
浜課

計画 モデルプロジェク
ト検討･実施の支
援

モデルプロジェク
ト検討･実施の支
援

　

⇒ ⇒

　平成15年度改定後、統合削除 都市政策課 事業費 0 0

実績 鎌倉駅西口周辺の
まちづくり基本計
画(案)の策定、
「古都鎌倉の顔づ
くり」シンポジウ
ムの開催

プロジェクト会議
検討の推進、早期
実現化可能事業の
検討、推進体制の
検討、テアトル跡
地マンション計画
協議

事業費 0 0
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№ 事　　業　　名 所管課 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 評　　価　　等 課　　題　　　

6 古都中心市街地まちづくり構想
の推進（鎌倉駅周辺地区の整
備）

拠点整備・海
浜課

計画 基本計画策定 実施計画策定 実施計画策定 　「古都中心市街地まちづくり構想」
（平成１２年８月）、「鎌倉駅西口周
辺まちづくり基本計画」（平成１４年
８月）の２つの行政計画を市民ととも
に策定し、現在も市民との協働によ
り、地区のまちづくりを推進してき
た。
　平成１７年度からは、まちづくり交
付金を活用して、構想に位置づけられ
た様々な事業（公衆トイレ、観光サイ
ン等）を順次実施してきた。（平成１
７年度：事業費約１１０百万円、補助
率４０％）
　構想の中で先行的に取り組んでいる
鎌倉駅西口周辺地区整備事業について
は、市役所通りの一部歩道拡幅を実施
しており、少しずつではあるが駅周辺
の環境が改善されてきた。
　また、周辺権利者による組織を立ち
上げ、建物共同化事業の推進に向けた
合意形成を進めるとともに、ＪＲ鎌倉
駅構内バリアフリー化、市役所・御成
小学校前歩行者空間整備事業、駅前広
場レイアウトなどの計画づくりを進め
てきた。

　鎌倉駅西口駅前建物共同
化事業について、一部権利
者の合意が得られない状況
である。　

⇒ ⇒

改定 事業実施計画策定
庁内・関係機関・
権利者協議調整

事業実施計画策定
庁内・関係機関・
権利者協議調整

都市計画決定手続
庁内・関係機関・
権利者協議調整

　平成15年度改定後、事業名・事
業工程変更
旧事業名「古都中心市街地まち
づくり構想の推進」「鎌倉駅周
辺地区の整備」「市民との協働
によるまちづくり協議会の運
営」「鎌倉駅西口駅舎の改築」

都市政策課 事業費 6,000 6,100 6,920 6,920 6,480

を統合 実績 鎌倉駅西口周辺の
まちづくり基本計
画(案)の策定、地
元意向調査、まち
づくりを考える集
い

鎌倉駅周辺地区ま
ちづくり推進プロ
グラム策定、関係
機関・権利者協議
調整、テアトル跡
地マンション計画
協議

鎌倉駅西口周辺地
区事業実施計画の
策定、権利者調
整、まちづくり
ニュースの発行

市役所前交差点用
地取得、バリアフ
リー化についてＪ
Ｒと協議、まちづ
くりニュース発行

段階的整備計画の
策定、まちづくり
ニュースの発行、
歩道舗装材アン
ケート調査

事業費 6,027 6,090 6,403 4,277 6,223

7 鎌倉海浜ベルト総合整備構想の
推進

拠点整備・海
浜課

計画 推進 推進 　「鎌倉　海・浜のルールブック」
（平成１５年３月）を策定し､市民、
事業者､来訪者に配布した。また、深
夜花火防止パトロール等、ルール定着
に向けたパトロールを実施した。

　「鎌倉海浜ベルト総合整
備構想」の「海浜整備の方
向」をどのように実現して
いくのか。

⇒

　平成15年度改定後、削除 事業費 2,700 720

実績 推進プログラム策
定についての検討

鎌倉海・浜のルー
ルブック作成

事業費 0 644

8 （仮）腰越駅周辺地域総合整備
構想の策定と推進

拠点整備・海
浜課

計画 検討 検討 検討 検討 検討 　腰越駅周辺地区のまちづくりについ
ては、第３次鎌倉市総合計画におい
て、「（仮）腰越駅周辺総合整備構
想」として５つの都市整備構想のうち
の一つに位置付けられているが、これ
まで具体的な構想の検討作業には取り
かかっていない。

　地域における交通事情を
含め、商業機能、漁港整
備、歴史的遺産の活用な
ど、活力ある地域づくりの
ための、地元からの情報収
集、課題整理を行う必要が
ある。

⇒

　 都市政策課 事業費 0 0 0 0 0

実績 構想（案）の検
討、情報収集

構想（案）の検
討、情報収集

構想（案）の検
討、情報収集

構想（案）の検
討、情報収集

構想（案）の検
討、情報収集

事業費 0 0 0 0 0

54



№ 事　　業　　名 所管課 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 評　　価　　等 課　　題　　　

9 深沢地域国鉄跡地周辺の整備 拠点整備・海
浜課

計画 基本計画策定
用地取得

基本計画策定
用地取得

基本計画策定
用地取得

基本計画策定
用地取得

基本計画策定
用地取得

　平成１５年度に市民参画による「深
沢まちづくり協議会」を設置し、平成
１６年９月に「深沢地域の新しいまち
づくり基本計画」を策定し、これを受
けて導入機能等の検討を行った。併せ
て、土地区画整理事業を前提とした事
業計画(案）の作成や現況測量を実施
した。
　また、未取得用地から特定有害物質
である「鉛およびその化合物」が検出
されたことから用地の取得ができな
かったが、取得済み用地の土壌汚染対
策については、土地所有者である鉄・
運機構に土壌汚染対策処理等の費用を
負担してもらうために他の事例等を研
究し、最終的に調査費の一部と対策処
理費全額を負担してもらうことができ
た。
　なお、取得用地については、暫定利
用を行うことで収益を得た。

　平成１７年度までの成果
を基に、市が取得を進めて
いる用地やＪＲ東日本用地
を中心とした「面整備ゾー
ン」約３２ヘクタール内の
一般民有地権利者を対象に
土地区画整理事業の説明会
等を行ってきた。本年６月
を目途に事業区域の合意形
成を図っていく。
　また、未取得用地を早期
に取得していく。

⇒ ⇒

改定 基本計画（案）の
見直し
用地の維持管理

整備計画策定
アドバイザー会議
導入機能等検討
現況測量
用地の取得、維持
管理

アドバイザー会議
現況測量
用地の取得、維持
管理

　平成15年度改定後、事業工程変
更
旧事業名「深沢地域国鉄跡地周
辺暫定利用」を統合

都市政策課 事業費 496,500 326,400 9,128 537,440 329,613

実績 基本計画（案）に
ついて関係機関協
議・調整、整備計
画の検討、取得済
み用地の管理、用
地の取得

基本計画（案）に
ついて関係機関協
議・調整、整備計
画の検討、取得済
み用地の管理、用
地の取得

深沢地区の新しい
まちづくり基本計
画策定、取得済み
用地の管理、暫定
利用の継続

整備計画策定、導
入機能実現化検
討、取得済み用地
管理、暫定利用の
継続、土壌汚染調
査

事業計画（案）の
作成、現況測量調
査、土壌汚染対策
処理、取得済用地
の維持・管理

事業費 452,950 305,157 8,861 18,587 75,196

10 深沢地域国鉄跡地周辺暫定利用 拠点整備・海
浜課

計画 暫定利用 暫定利用

⇒ ⇒

　平成15年度改定後、統合削除 都市政策課 事業費 0 0

実績 第一次暫定利用及
び第二次暫定利用
の継続実施

第一次暫定利用及
び第二次暫定利用
の継続実施

事業費 0 0

11 大船駅東口第一種市街地再開発
事業（第２地区）

市街地総務課 計画 協議・調整 協議・調整 協議・調整
整備

整備 整備 　大船駅東口第一種市街地再開発事業
（第２地区）新基本構想を策定した。
　（平成１５年８月策定）

　事業計画を策定していく
とともに、地権者及び市民
の理解を深めていくこと。⇒

大船駅東口業
務渉外課
大船駅東口工
務課

改定 事業計画推進業務
委託
都市計画変更資料
作成
施設建築物基本計
画
環境調査・測量等

事業計画推進業務
委託
都市計画変更
環境調査・資金計
画
店舗等配置及び管
理運営計画

事業計画推進業務
委託
資金計画
店舗等配置及び管
理運営計画

　平成15年度改定後、事業工程変

⇒

事業費 47,260 25,000 61,433 55,023 60,550

　 再開発課 実績 総体的方向性確立
に向けた委託業
務、権利者・関係
機関との協議・調
整

総体的方向性確立
に向けた権利者・
関係機関との協
議・調整

総体的方向性確立
による新基本構想
の策定、都市計画
変更準備

都市計画変更に向
けた協議・調整

都市計画変更に向
けた協議・調整、
事業協力者の選定
準備

事業費 42,646 24,675 46,269 42,525 22,890
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12 大船駅西口整備事業 大船駅西口整
備課

計画 基本設計
関係機関協議
権利者合意形成

関係機関協議
権利者合意形成

都市計画決定等準
備
関係機関協議

都市計画決定等
関係機関協議

都市計画決定等
関係機関協議

　平成１７年度末には、２６の短期的
方策の最終整理を行った。そのうち１
１方策を「鎌倉市域での整備計画」に
反映させ、整備を行う。

　｢鎌倉市域での整備計画」
は、平成２２年度までに歩
行者デッキ、駅前のバス・
タクシー、一般車等の乗降
場施設を整備する予定であ
るが、歩行者デッキの意
匠・形態等については、市
民等の意見を十分反映させ
る必要がある。
　また、当整備に基づく効
果を踏まえながら、横浜・
鎌倉両市一体整備計画(案)
を実現していく必要があ
る。

⇒ ⇒

改定 短期的方策実施準
備
本体計画協議・調
整・検討

短期的方策実施
本体計画協議・調
整・検討

短期的方策実施
本体計画協議・調
整・検討

　平成15年度改定後、事業工程変
更

大船駅周辺整
備課

事業費 9,448 2,402 2,402 78,940 6,692

　 実績 (仮)大船駅西口駅
前整備協議会発足
準備、大船駅西口
エスカレーター外
構工事（13年度完
了）

大船駅西口駅前整
備協議会の設置、
短期的方策の策定

大船駅西口駅前整
備推進会議の設
置、短期的方策の
実施

大船駅西口駅前整
備推進会議の運
営、短期的方策の
実施、西口新乗降
口にエレベー
ター・公衆トイレ
の設置

大船駅西口駅前整
備推進会議の運
営、短期的方策の
最終整理

事業費 2,083 2,292 4,279 86,817 2,348

13 大船駅周辺地区整備連絡協議会
の運営

大船駅周辺整
備課

計画 運営 運営 運営 運営 運営 　平成１５年1月に大船駅周辺地区都
市づくり基本計画(案）を改定した。
　平成１７年１１月には、大船駅北口
（笠間口）の開設を踏まえ、市境周辺
の都市整備の基本方針を確認し、神奈
川県、横浜市、鎌倉市の三者で事業ス
ケジュールを共有化するとともに、歩
行者動線等の考え方を確認した。
　また、整備連絡協議会の体制を事業
化に向けた連絡調整に重点を置く形に
見直した。

　今後も三者の協力体制を
継続する必要がある。

⇒

改定 連絡協議会の運営 連絡協議会の運営 連絡協議会の運営

　平成15年度改定後、事業工程変 事業費 500 1,400 0 0 0

　 実績 主要事業の協議・
調整、基本計画
(案)の見直し

主要事業の協議・
調整、基本計画
（案）の見直し、
パンフレット作成

主要事業の協議･
調整

主要事業の協議･
調整

協議会設置要領の
改正、市境周辺の
都市整備の基本方
針を確認

事業費 500 1,396 0 0 0

14 大船駅周辺整備構想
（駅の拡充整備）

大船駅周辺整
備課

計画 エスカレーター設
置

拡充整備の協議 拡充整備の協議 拡充整備の協議 拡充整備の協議 　計画通り進んでいる。 　鎌倉市域での整備を踏ま
えながら、横浜・鎌倉両市
一体整備計画(案)の見直し
を行い、西口から北口自由
通路への接続方法等の検討
を行う必要がある。

⇒

改定 協議・調整 協議・調整
ＪＲ用地の取得

協議・調整

平成15年度改定後、事業工程変 事業費 0 0 0 0 183,350

実績 関係機関との協
議・調整

関係機関との協
議・調整

関係機関との協
議・調整

自由通路西口側通
路拡幅について協
議・調整、東口交
通広場用地取得・
拡充整備

自由通路西口側の
拡幅と横須賀線下
りエスカレーター
設置への補助

事業費 0 0 0 14,856 27,560

15 大船駅周辺整備構想
（まちづくり協議会の運営）

大船駅周辺整
備課

計画 運営 運営 運営 運営 運営 　大東橋周辺地区、鎌倉芸術館周辺地
区、大船駅南部地区の３地区につい
て、平成１０年３月に策定したまちづ
くり構想の実現に向けた取組みを行っ
た。
　特に、鎌倉芸術館周辺地区では、鎌
倉女子大学の新キャンパスの開設に合
わせ、キャンパス周辺も含めた土地利
用誘導を行い、地区計画の決定や景観
形成地区の指定などの効果を上げた。
平成１４年６月には国土交通省大臣の
まちづくり表彰を受賞した。

　住民主体のまちづくりの
支援を継続し、その具体化
に対応したまちづくり協議
会のあり方を検討する必要
がある。

事業費 1,000 366 366 366 366

実績 まちづくり協議会
の運営

まちづくり協議会
の運営

まちづくり協議会
の運営

まちづくり協議会
の運営

まちづくり協議会
の運営

事業費 78 127 77 224 366
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16 大船駅周辺整備構想
（大東橋周辺地区）

大船駅周辺整
備課

計画 協議･調整 協議･調整 協議･調整 協議･調整 基本設計
協議･調整

　平成１０年３月のまちづくり構想の
策定を受け、市民参画でその具体化を
模索した。
　北口（笠間口）開設を受けた歩行者
動線の考え方、駅直近街区の都市整備
の誘導及び松竹通り沿道の街並み誘導
の考え方を検討した。
　また、駅直近の街区（通称・三日月
街区、銀行街区）の地権者の意向を把
握し、将来の地区更新等に備えた。
　上記の検討を受けて、大東橋の架け
替え、財務省用地の取得、大東橋交差
点改良の実施等市境付近の整備につい
て調整と実現を行った。

　駅直近の街区の地区更新
や松竹通り沿道の街並みの
誘導などに取り組む必要が
ある。
　神奈川県、横浜市、鎌倉
市三者間の事業調整を進め
る必要がある。

⇒

改定 再開発事業との協
議・調整
整備計画（案）作
成

再開発事業との協
議・調整
地権者との協議

再開発事業との協
議・調整
地権者との協議

平成15年度改定後、事業工程変 事業費 0 0 4,000 3,100 0

実績 まちづくり協議会
の開催、三日月街
区周辺整備計画の
検討、商業まちづ
くりの推進

まちづくり協議会
の開催、まちづく
りイベント検討部
会の開催

まちづくり協議会
の開催、大東橋直
近地区市街地整備
計画策定調査、ま
ちづくりイベント
（大船まつり）の
企画・実施支援

大東橋周辺地区ま
ちづくり計画の策
定

大東橋交差点改良
工事

事業費 0 0 4,000 3,098 9,070

17 鎌倉芸術館周辺地区のまちづく
り
（鎌倉女子大学を中心としたま

大船駅周辺整
備課

計画 協議・調整 道路名称板の設置
等
協議・調整

協議・調整 協議・調整 協議・調整 　平成１５年の芸術館前マンション建
設への対応の反省から、まちづくりの
進め方について作業提案部会で検討を
すすめた。
　平成１７年１１月には、まちづくり
協議会で「アーバンモール実現に関す
る提案（案）」を立案し、その具体化
に向け沿道の権利者の意向把握を行っ
ている。
　平成１６年度から鎌倉女子大学川口
ゼミ学生と共同で大船のまちづくり研
究を行っている。
　南北歩行者専用道路の整備に向け、
関係権利者と調整を進めた。

　住民主体のまちづくりの
支援を継続する必要があ
る。
　アーバンモール沿道の地
区計画の実現に取り組む必
要がある。

ちづくりの推進）⇒ 改定 大学と地域の連
携・協力

大学と地域の連
携・協議

大学と地域の連
携・協議

　平成15年度改定後、事業工程変 事業費 0 0 0 0 0

実績 まちづくり協議会
の開催、地区計画
の指定

まちづくり協議会
の開催、まちづく
りイベント検討部
会の開催

まちづくり協議会
の開催、まちづく
りイベント（大船
まつり）の企画・
実施支援、芸術館
西側用地不動産鑑
定評価

まちづくり協議会
の開催、作業提案
部会の開催

まちづくり協議会
の開催、作業提案
部会の開催

事業費 0 0 500 0 0

18 大船駅南部地区のまちづくりの
推進

大船駅周辺整
備課

計画 関係機関協議 事業手法検討
関係機関協議

関係機関協議 関係機関協議 　平成１５年度から環境部会を設置
し、短期的なまちづくりの実現とタウ
ンミーティングの導入による住民主体
のまちづくりに取り組んでいる。
　また、県道小袋谷藤沢線の歩道整備
に係る権利者の理解が概ね整い、平成
１８年２月に神奈川県に地元から促進
要望を行った。

　まちづくりルールの策
定、狭隘な道路の段階的な
整備など、住民主体のまち
づくりの支援を継続する必
要がある。

（クランク交差点周辺地区の整備） 改定 関係機関協議 関係機関協議 関係機関協議

（災害に強い住環境整備の推進） 改定 － 地区計画の策定 用地交渉

⇒

ｸﾗﾝｸ交差点 事業費 0 0 3,300 0

　平成15年度改定後、事業工程変 災害 事業費 4,030 0 0 24,600 0

ｸﾗﾝｸ交差点 実績 関係機関協議及び
関係権利者の意向
把握、鉄建公団用
地取得協議・調整

関係機関協議及び
関係権利者の意向
把握、鉄建公団用
地取得協議・調整

関係機関協議及び
関係権利者の意向
把握

田園踏切南側隅切
り用地取得

小袋谷藤沢線の歩
道設置に向けた調
整

災害 実績 まちづくり協議会
の開催、「まちづ
くりルール」策定
の検討、地区レベ
ルの道路、公園等
の整備の検討

まちづくり協議会
の開催、「まちづ
くりルール」の策
定の検討

まちづくり協議会
の開催、「まちづ
くりルール」の策
定の検討

まちづくり協議会
の開催、タウン
ミーティングの開
催、台川河川上空
歩道整備

まちづくり協議会
の開催、タウン
ミーティングの開
催、防災まちづく
りの取り組み

ｸﾗﾝｸ交差点 事業費 0 0 0 5,276 0

災害 事業費 4,011 0 0 16,904 0
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19 都市計画基礎調査等の実施 都市計画課 計画 第７回県東部地区
調査

市レベルでのデー
タ解析

　平成１３年度に実施した都市計画基
礎調査のデータについて、人口・土地
利用・建物利用・市街地整備と市街化
の動向等を解析・評価することによ
り、本市の都市計画及びその他個別の
計画策定の基礎資料に資している。

事業費 12,000 0 0 5,500

実績 実態調査の実施 なし なし 調査データ解析・
評価（16年度で完
了）

事業費 11,540 0 0 4,053

20 都市計画基本図の修正等 都市計画課 計画 データ修正 データ修正 データ修正 データ修正
都市計画基本図修
正

データ修正 　平成１１年度に作成した鎌倉市都市
計画基本図(デジタルマッピング)及び
都市計画データについて、作成から５
年が経過したことから地形の修正等を
行い、頒布している都市計画基本図等
に反映させるとともに、都市計画課が
所有する都市計画情報システムにも反
映し、各種事務の遂行の資料として活
用している。

事業費 870 1,239 588 25,820 504

実績 都市計画データの
修正

都市計画データの
修正

都市計画データの
修正

都市計画基本図の
修正、都市計画図
等印刷

都市計画データの
修正

事業費 861 420 494 22,222 221

21 市街化区域及び市街化調整区域
の見直し

都市計画課 計画 第５回見直し告示 第６回見直し
調査･検討

第６回見直し
調査･検討

　従来、概ね５年ごとに県下一斉に見
直しが行われてきたが、県の方針によ
り、平成１９年度に先送りとなった。⇒

改定 － 第６回各種現況調
査・解析

第６回線引き策定
作業

平成15年度改定後、事業工程変 事業費 0 0 0 8,929

実績 国土交通省協議、
縦覧、告示等

第６回県下一斉線
引き見直しは平成
１６年度より準備
開始予定

第６回県下一斉線
引き見直しは平成
１６年度より準備
開始予定

県の方針により、
19年度以降に先送
り

事業費 0 0 0 0

22 駅及び駅周辺における重点地区
のバリアフリー化の推進

都市政策課 計画 　平成１５年度に移動円滑化基本構想
及び移動円滑化のための推進方針を策
定し、施設整備のための協議調整を
図った。１６年度に湘南町屋駅のバリ
アフリー化支援を湘南モノレールへ行
い、平成１７年度には鎌倉駅のバリア
フリー化についてＪＲ東日本と協議が
整った。（１８年度実施）

　バリアフリー化が未整備
である西鎌倉駅、北鎌倉
駅、湘南深沢駅のバリアフ
リー化について関係機関等
と引き続き協議していく。

⇒

改定 協議会の運営
基本構想の策定

事業者支援（湘南
町屋駅）

－

平成15年度改定後、事業工程変
更

事業費 － 1,306 1,797 26,666 0

実績 鎌倉市移動円滑化
基本構想策定協議
会設置

鎌倉駅・大船駅・
湘南町屋駅に係る
鎌倉市移動円滑化
基本構想策定

湘南深沢駅に係る
鎌倉市移動円滑化
基本構想策定、北
鎌倉駅、長谷駅、
西鎌倉駅に係る推
進方針の策定

湘南町屋駅エレ
ベーター設置等へ
の支援

鎌倉駅のバリアフ
リー化に向けた協
議・調整

事業費 － 1,130 1,632 26,666 0

23 移動円滑化基本構想に基づく道
路特定事業

道路整備課 計画 　特定経路の整備としては、鎌倉駅西
口周辺まちづくり計画と連携して、市
道027-000号線の一部(市役所前交差点
～みずほ銀行)約50ｍを整備した。

　特定経路は、他のまちづ
くり計画等の事業と深い関
わりがあるため、その事業
と連携し同時施工等を検討
する。

⇒

改定 道路特定事業計画
検討

道路特定事業計画
検討

設計

平成15年度改定後、新規採択 事業費 0 1,500 18,491

実績 基礎資料収集、事
業計画策定方針の
検討

鎌倉・大船・湘南
町屋周辺交通量調
査、鎌倉駅周辺用
地取得

小町通地下埋設物
非破壊検査、交通
安全施設整備

事業費 0 49,193 12,524
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③　《総合交通》
№ 事　　業　　名 所管課 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 評　　価　　等 課　　題

1 地区交通計画の策定 交通政策課 計画 市民等の合意形成 市民等の合意形成
社会実験

市民等の合意形成 市民等の合意形成
社会実験

市民等の合意形成 　平成１４年度は「交通マスタープラ
ンの見直し」、「オムニバスタウン計
画中期計画の策定」を行い、１５年度
は「２０の施策」のうち「情報提供」
と「プロモーション」について実証す
る社会実験を行った。１６年度は、今
後の研究会の方向性について検討を行
い、「自動車利用のコントロール」
「公共交通への転換」「歩行・居住環
境の向上策」の３要素が相互に高め合
う新たな施策の組み立てを今後進めて
いくことが確認され、１７年度は「歩
行・居住環境の向上策」を具体化する
ため、専門部会の設置に向けた準備を
行った。

　「歩行・居住環境の向上
策」を具体とするため、平
成１１年度に社会実験を
行った今小路通りを取り上
げ、地元自治町内会、商店
会等で構成する「今小路通
り歩行者尊重道路専門部
会」を設置し検討を行うに
あたっては、今後は市民合
意のあり方を十分検討する
必要がある。

⇒

改定 研究会運営
情報提供実験

研究会運営
パンフレット作成

研究会運営

　平成15年度改定後、事業工程変 事業費 5,000 22,340 22,510 2,510 2,510

実績 地区交通計画研究
会から「鎌倉地域
の地区交通計画に
関する提言・その
２」の提出

鎌倉市交通政策研
究会の設置、地区
交通計画調査

鎌倉市交通政策研
究会の開催、地区
交通計画調査

鎌倉市交通政策研
究会の開催、地区
交通計画調査

鎌倉市交通政策研
究会の開催、地区
交通計画調査

事業費 4,502 4,326 2,454 2,437 2,352

2 駐車場整備事業の推進 道路安全課 計画 基本計画策定 関係機関調整 整備計画策定 整備計画策定 整備計画策定 　大船駅東口周辺における放置自転車
等の削減のため、平成１５年度から新
規駐輪場整備に向けた調整を優先に進
めたため、実質的な調整検討は進んで
いない。

　改正道路交通法（H16成
立、H18施行）に違法駐車対
策の強化等も含まれる等、
駐車場整備に向けた環境も
年々変化している。
　現在は、警察による取締
重点区域指定はないが、今
後の市内指定も視野に入れ
ながら関係機関との調整が
必要である。

⇒ ⇒

－ － －
　平成15年度改定後、事業工程変 道路整備課 事業費 0 0 0 0 0

　 実績 調整・検討 調整・検討 調整・検討 調整・検討 調整・検討

事業費 0 0 0 0 0

3 オムニバスタウン計画の推進 交通政策課 計画 推進（短期） 推進（短期） 推進（短期） 推進（中期） 推進（中期） 　オムニバスタウン計画に基づき、城
廻及び笛田地域に存在する交通不便地
域の解消を図るため、ミニバス等を活
用した、新規バス路線を開設した。
（１６年度における利用者数は、城廻
循環線188，350人、教養センター循環
線198，400人）
　中型ノンステップバス８台、小型ノ
ンステップバス２台、大型ノンステッ
プバス４台の導入補助を実施した。
　また、鎌倉駅東口バス乗り場（３箇
所）とタクシー乗場（１箇所）への上
屋設置補助を実施した。

　市内に存在する６つの交
通不便地域のうち、４地域
については、ミニバス等を
活用した新規バス路線を開
設し、「市民の生活の足」
を確保した。残る２地域に
ついては、道路が狭隘でミ
ニバスでも運行することが
難しいため、乗合タクシー
等を活用した公共交通機関
を検討していく。
　また、住民要望に基づ
く、新規バス停の設置や路
線の延伸等については、地
域住民、関係機関と協議調
整が必要である。

　

⇒

改定 鎌倉型バスシステ
ムの創造（道路拡
幅）（笛田ルート
補助）

－ －

　平成15年度改定後、事業工程変 事業費 26,000 17,100 36,900 17,530 8,000
実績 パークアンドバス

ライド用バス、中
型低床バス、バス
接近表示システ
ム、ハイグレード
バス停等整備補助

鎌倉駅バス停上屋
工事及び城廻地区
バス路線整備補助

笛田地区ミニバス
路線整備補助、陣
屋坂道路改良工事

陣屋坂道路改良工
事、鎌倉駅東口タ
クシー乗り場上屋
設置補助

バス利用促進への
補助
ノンステップバス
の導入

事業費 19,730 19,434 14,890 17,530 7,602
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№ 事　　業　　名 所管課 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 評　　価　　等 課　　題　　　

4 鉄道輸送力増強促進会議への参
加

交通政策課 計画 会議への参加 会議への参加 会議への参加 会議への参加 会議への参加 　通勤・通学者等の利便性向上を図る
ため、神奈川県鉄道輸送力増強促進会
議を通じ、鉄道事業者に対する要望活
動を行った。

　各課の要望事項及び内容
の把握を、全庁的に実施す
る必要がある。

　 事業費 45 45 45 45 45

実績 鉄道事業者に要望
提出

鉄道事業者に要望
提出

鉄道事業者に要望
提出

鉄道事業者に要望
提出

鉄道事業者に要望
提出

事業費 45 45 45 45 35

5 交通需要管理の推進 交通政策課 計画 実施準備 実施 実施 実施 実施 　パーク＆ライドについては、平成１
７年度に、これまで実施していなかっ
たゴールデンウィークの土日・休日、
及び１１月からは、平日も実施し、利
用台数は増加している。
　環境手形、パーク＆ライドの実績は
次の通り。
平成１４年８，０８４枚／２，４００
台、１５年１０，８１５枚／３，４０
３台、１６年９，３０１枚／３，５５
７台、１７年９，４１０枚／５，２４
６台。

　平成１８年度は環境手形
は１万枚を、パーク＆ライ
ドは８，０００台を上回る
見込みであるが、さらなる
利用者の拡大を図るため、
正月実施といった実施日の
拡大や効果的なＰＲを行う
必要がある。
　また、利用者数の推移を
みながら、事業者で構成す
る推進組織の検討を行う予
定である。

　

⇒

改定 推進組織の支援 推進組織の支援 推進組織の支援

　平成15年度改定後、事業工程変 事業費 4,000 7,000 5,000 2,760 2,760

実績 鎌倉フリー環境手
形、七里ガ浜パー
ク＆レールライ
ド、由比ガ浜パー
ク＆バスライドの
実施

鎌倉フリー環境手
形、七里ガ浜パー
ク＆レールライ
ド、由比ガ浜パー
ク＆バスライドの
実施

鎌倉フリー環境手
形、七里ガ浜パー
ク＆レールライ
ド、由比ガ浜パー
ク＆バスライドの
実施

鎌倉フリー環境手
形、七里ガ浜パー
ク＆レールライ
ド、由比ガ浜パー
ク＆バスライドの
実施

鎌倉フリー環境手
形、パーク＆ライ
ドの平日実施

事業費 4,844 4,202 4,540 2,480 2,485
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④　《道路整備》
№ 事　　業　　名 所管課 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 評　　価　　等 課　　題

1 都市計画道路の再検討 都市計画課 計画 検討 検討 検討 検討 再検討内容の取り
まとめ

　都市計画道路の長期事業未着手の状
況は、本市のみならず全国的な課題で
あることから、国・県から見直しが求
められている。このため、平成１７年
度において県が行った見直しのための
ガイドライン策定のための検討会に積
極的に参加するとともに、庁内では勉
強会を立ち上げ、課題の整理を行っ
た。今後、平成１８年度において本市
の見直しの基本的考え方について整理
を行い、１９年度以降、具体的な見直
しを行っていく予定で作業を継続して
いる。

　個別の都市計画道路につ
いての見直しの結果、存
続・廃止・新設・変更のい
ずれの結論が得られたとし
ても、今後の市民生活に大
きな影響が生じ、論議を呼
ぶこととなることから、慎
重かつ十分な説明を行い、
理解を得ていく必要があ
る。

　

　 事業費 0 0 0 0 0

実績 関連各課からの意
見聴取

今後の方向性につ
いて検討

今後の方向性につ
いて検討

県主催勉強会への
出席、基礎的・予
備的な検討

都市計画道路の見
直しの指針（勉強
会検討結果編）、
評価カルテ（勉強
会検討結果編）の
取りまとめ

事業費 0 0 0 0 0

2 地図情報（道路管理）システム
整備事業

路政課 計画 調査･研究 調査･研究 調査･研究 調査･研究 調査･研究 　今後の方向性等の検討を行った。 　他システムとの調整等を
含めた検討を進める。

⇒

　 道水路管理課 事業費 0 0 0 0 0

実績 調整・検討 調整・検討 調整・検討 調整・検討 調整・検討

事業費 0 0 0 0 0

3 法定外公共物譲与申請事務 路政課 計画 　道路・水路等の所有権を確保したこ
とにより、機能管理と併せて財産管理
も地方公共団体の自治事務となり、よ
り適切な維持管理が可能となった。

　譲与を受けた土地の登記
事務を開始しているが、無
地番地については約６，０
００筆あり、早期完了に向
けた方策の検討が必要であ
る。

⇒ ⇒

改定 実施 実施
　平成15年度改定後、新規採択 道水路管理課 事業費 5,500 500

実績 譲与申請 譲与申請（16年度
で終了）

事業費 5,500 471

4 生活道路の整備（拡幅・改良） 道路安全課 計画 整備 整備 整備 整備 整備 　各年度、予算上、整備路線は１路線
に限定されたが、計画どおり実施し
た。

　市民から、生活道路の拡
幅等の要望が多く寄せられ
ている現状から、短中長期
に分けて計画して事業に取
組む必要がある。

　

⇒

　 道路整備課 事業費 30,050 30,050 30,010 60,000 30,000

実績 材木座一丁目先整
備工事

材木座一丁目先整
備工事

材木座一丁目先整
備工事

材木座三丁目先整
備工事

材木座三丁目先整
備工事

事業費 28,350 28,875 22,050 58,972 29,557

5 生活道路の整備
（市道大船西鎌倉線交差点改

道路安全課 計画 調査・検討 設計 用地取得 　改良を要する他路線の交差点も含め
た一元的な体制の検討を行った。

　いずれの箇所も住宅密集
地であり用地の取得等は事
業費を含め困難である。良） ⇒ ⇒

改定 調査・検討 設計 交渉準備

平成15年度改定後、事業工程変 道路整備課 事業費 0 0 0 0 0

実績 － － 検討 検討 検討

事業費 0 0 0 0 0

6 生活道路の整備
（小袋谷跨線橋）

道路安全課 計画 　跨線橋及び跨道橋部の落橋防止等の
地震対策を実施し、防災対策が向上し
た。

　橋の架け替えにより、現
在の橋が不要となるまでの
間、利用者の安全を確保す
るため定期点検調査など適
切な維持管理を行っていく
必要がある。

⇒ ⇒

改定 協議・調整 調査 補強工事

平成15年度改定後、新規採択 道路整備課 事業費 0 13,940 90,000

実績 協議・調整 現況点検調査 補強工事

事業費 0 6,202 107,672
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№ 事　　業　　名 所管課 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 評　　価　　等 課　　題　　　

7 生活道路の整備
（小町踏切）

道路整備課 計画 　歩行空間が広がり、歩行者の通行の
安全性が向上した。

⇒

改定 工事

平成17年度新規採択 事業費 44,060

実績 踏切の改良、取付
道路の整備

事業費 33,848

8 八雲神社前交差点改良事業 道路整備課 計画 　交通の円滑化が向上した。 　現状を検証し、信号現示
の修正について、警察と協
議が必要となる。

⇒

改定 測量 用地取得・移転補
償
地質調査・設計

工事

平成15年度改定後、新規採択 事業費 3,465 8,800 50,844

実績 測量調査委託 用地取得等 改良工事

事業費 3,255 6,714 63,469

9 歩道段差切下げ事業 道路安全課 計画 整備 整備 整備 － － 　平成８年度から平成１５年度までの
間、実施計画に基づき２１２箇所の歩
道切下げ事業を実施し、昭和５３年以
降当初計画の３５０箇所を完了した
が、当初計画に載っていない箇所や整
備基準の改正などがあったため、追加
調査を行ったところ新たに３１０箇所
の改修の必要な箇所が発生している。

　該当箇所が多く速やかな
対応ができないため、年次
計画の策定に向け検討を加
えて対応を図る。

　

⇒

　　 道路整備課 事業費 16,650 18,000 17,000 0 0

実績 笛田二丁目先ほか
34カ所整備工事

笛田二丁目先ほか
32カ所整備工事

今泉二丁目先ほか
26カ所整備工事、
当初計画完了

調査・検討 調査・検討

事業費 16,800 17,850 12,285 0 0

10 鎌倉芸術館周辺地区のまちづく
り
（都市計画道路の整備）

大船駅周辺整
備課

計画 協議・調整 協議・調整 測量調査 事業認可
協議・調整

整備 　平成１８年度からの実施計画の採択
を目指し、地権者の意向確認を行っ
た。

　事業化に向け、地権者の
合意確認等を進める必要が
ある。

（大船停車場谷戸前線）

⇒

改定 関係機関協議 関係機関協議 関係機関協議
測量調査

　平成15年度改定後、事業工程変 事業費 0 0 0 0 0

実績 大船停車場谷戸前
線延伸整備の検討

大船停車場谷戸前
線延伸整備の検討

大船停車場谷戸前
線延伸整備の検討

権利者意向確認 大船停車場谷戸前
線延伸整備の検討

事業費 0 0 0 0 0
11 鎌倉芸術館周辺地区のまちづく

り
（都市計画道路の整備）

大船駅周辺整
備課

計画 協議・調整 協議・調整 協議・調整 協議・調整 協議・調整 　横浜市側の（仮称）笠間線の整備と
あわせ、整備する方向で調整を進めて
いる。

　横浜市、沿道住民の対応
も含め、今後、調整が必要
である。

（小袋谷笠間線）⇒ 改定 地元・関係機関協
議

地元・関係機関協
議

地元・関係機関協
議

　平成15年度改定後、事業工程変 事業費 0 0 0 0 0

実績 小袋谷笠間線の都
市計画変更に向け
た協議・調整

小袋谷笠間線の都
市計画変更に向け
た協議・調整

小袋谷笠間線の都
市計画変更に向け
た協議・調整

横浜市と整備方針
調整

沿道住民意向確
認、関係機関との
調整

事業費 0 0 0 0 0
12 鎌倉芸術館周辺地区のまちづく

り
（砂押川プロムナードの整備）

大船駅周辺整
備課

計画 整備 整備 　平成１５年の鎌倉女子大学開設、平
成１６年の松竹㈱の協力により砂押川
左岸のプロムナード整備がすすんだ。
　砂押川プロムナード検討部会で、上
流側の第２期整備区間の整備手法等に
ついて考え方をまとめた。

　第１期整備区間の未整備
１３５ｍの整備及び第2期整
備区間２２０ｍの整備の具
体化を進める必要がある。
　また、砂押川沿いの桜並
木の保全再生を図るため、
住民主体の取り組みを支援
していく必要がある。

⇒

改定 第一期整備区間関
係課等協議・調整

第一期整備区間関
係課等協議・調整

第一期整備区間関
係課等協議・調整

　平成15年度改定後、事業工程変 事業費 40,000 0 0 0 0

実績 第一期整備区間の
整備、第二期整備
区間の整備手法等
の検討

第一期、第二期整
備区間の整備手法
等の検討

第一期整備区間の
整備（民間）、第
二期整備区間の整
備手法の検討

第一期、二期整備
区間整備手法の検
討

第一期整備区間の
整備を検討

事業費 37,905 0 0 0 0
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⑤　《住宅・住環境》
№ 事　　業　　名 所管課 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 評　　価　　等 課　　題

1 市営住宅の管理（今泉住宅） 建築住宅課 計画 居住者移転 　当該住宅の用途廃止に伴い、居住者
全員の移転等が完了した。

⇒

　平成15年度改定後、削除 事業費 0 12,910

実績 居住者移転準備、
土地利用計画策定
業務

居住者移転、既存
家屋解体撤去

事業 0 11,620

2 市営住宅の管理（公共下水道接
続工事）

建築住宅課 費計画 笛田住宅 笛田住宅・植木住
宅

　公共下水道の供用開始された市営住
宅について、公共下水道の接続工事が
完了したことにより、全住宅の公共下
水道化が図られた。

改定 笛田住宅・植木住
宅の工事

　 事業費 0 24,000 25,200

実績 笛田住宅40戸工事
について繰越明許
費を設定

笛田住宅40戸の第
１期工事

笛田住宅20戸の第
２期工事、植木住
宅12戸の工事（15
年度で完了）

事業 0 18,522 22,754

3 借上公共住宅の確保 建築住宅課 費計画 借上開始 借上 借上 借上 　都市再生機構山崎住宅の一部を市営
住宅（レ－ベンスガルデン山崎）とし
て借上げを開始、借上げ公共住宅の確
保が達成された。

　 事業費 0 21,137 33,716 33,716 33,715

実績 都市基盤整備公団
との協議・調整、
入居者募集業務

都市再生機構山崎
住宅の借上

都市再生機構山崎
住宅の借上料・管
理費負担金

都市再生機構山崎
住宅の借上料・管
理費負担金

都市再生機構山崎
住宅の借上料・管
理費負担金

事業費 0 19,637 33,752 33,674 33,675
4 住宅政策の推進 都市政策課 計画 施策の推進 施策の推進 施策の推進 施策の推進 施策の推進 　住宅マスタープランの改正素案を作

成した。
　改正住宅マスタープラン
の進行管理を行っていく。　

⇒

住宅マスタープラ
ン見直し

策定

平成15年度改定後、事業名・事
業工程変更
旧事業名「民間住宅確保への支
援」

改定 住宅マスタープラ
ンの進行管理

住宅マスタープラ
ンの進行管理
住宅マスタープラ
ンの見直し

住宅マスタープラ
ンの進行管理
住宅マスタープラ
ン印刷・製本

　 事業費 0 0 0 0 51

実績 若年ファミリー層
の定住促進につい
て検討

若年ファミリー層
の定住促進につい
て検討

住宅マスタープラ
ンの見直し準備作
業

住宅マスタープラ
ン見直しワーキン
グの設置

住宅マスタープラ
ン素案作成

事業費 0 0 0 0 51

5 良好な住宅・住環境の誘導 都市政策課 計画 施策の推進 施策の推進 施策の推進 施策の推進 施策の推進 　１７年２月に自動車駐車場附置基準
における特例の見直し、斜面地建築物
の位置・形態に配慮を求める地域の拡
大、開発事業に関する道路幅員基準や
公園設置基準等の改正などを行い、１
８年１２月には大規模開発事業の規模
等の拡大、大規模土地取引行為や中規
模開発事業の届出制度を新設し、緊急
的な課題の整理が図られた。

　開発事業における課題と
しては、小規模開発連鎖や
岡本二丁目マンション問題
に代表される斜面地マン
ション問題などがある。制
度の総体的な見直しを行っ
ていく。

　

⇒

建築住宅課 改定 環境共生住宅
パンフレットの改
訂

－ －

　平成15年度改定後、事業工程変 事業費 0 0 0 306

実績 （仮称）開発事業
等に係る手続及び
基準等に関する条
例大綱（案）の策
定

鎌倉市開発事業等
における手続き及
び基準等に関する
条例の制定

鎌倉市墓地造営等
に関する指導要網
の策定

まちづくり条例見
直しに向けた課題
の整理

事業費 0 0 0 52

6 建築物の安全促進 建築指導課 計画 中間検査、完了検
査の実施促進

中間検査、完了検
査の実施促進

中間検査、完了検
査の実施促進

中間検査、完了検
査の実施促進

中間検査、完了検
査の実施促進

　「検査実施のお知らせ」を通知する
ことで、検査率の向上が年々図られて
いる。

　現行の実施計画には入っ
ていないが、今後も同様な
通知を継続する必要があ
る。

事業費 134 80 80 80 80

実績 建築基準法に基づ
く中間検査及び完
了検査の受検促進

建築基準法に基づ
く中間検査及び完
了検査の受検促進

建築基準法に基づ
く中間検査及び完
了検査の受検促進

建築基準法に基づ
く中間検査及び完
了検査の受検促進

建築基準法に基づ
く中間検査及び完
了検査の受検促進

事業費 23 33 30 20 20
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⑥　《下水道・河川》
№ 事　　業　　名 所管課 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 評　　価　　等 課　　題

1 都市計画法・下水道法の事業認
可変更

下水道河川整
備課

計画 事業見直し・事業
認可変更

検討･調整 検討･調整 検討･調整 事業計画見直し
事業認可変更

　鎌倉処理区における老朽化した施設
（処理場・管きょ）の改修事業を事業
認可に位置付けした。

　今後必要な数多い未認可
事業に優先順位等をつけ、
効果的な計画策定をする必
要がある。

⇒

改定 下水道法：事業計
画の見直し　事業
認可変更
都市計画法：区域
変更　事業認可変
更

下水道法：事業計
画の見直し　事業
認可変更
都市計画法：区域
変更　事業認可変
更

－

　平成15年度改定後、事業工程変 事業費 33,500 0 23,200 15,200 0

実績 都市計画法・下水
道法事業認可変更

次期事業計画の検
討

公共下水道事業の
全体計画見直し、
次期事業計画の策
定

公共下水道事業の
全体計画見直し、
次期事業計画の策
定

次期事業認可取得
に向けた協議・調
整

事業 31,500 0 7,749 15,183 0

2 汚水管渠の建設（鎌倉・大船処
理区）

下水道河川整
備課

費計画 調査･整備 調査･整備 調査･整備 調査･整備 調査･整備 　計画どおり整備を進め、事業認可区
域内１００％整備を目指した。

　残り数パーセントの整備
は、土地所有者等との交渉
など課題を解決しながら行
う。

⇒

改定 実施 実施 実施

　平成15年度改定後、事業工程変 事業費 2,764,395 2,949,572 2,484,100 1,325,900 877,400

実績 汚水幹線等築造 汚水幹線等築造 汚水幹線等築造 汚水幹線等築造 汚水枝線等築造

事業費 2,142,413 2,945,241 1,899,321 887,264 518,085

3 山崎水質浄化センターの増設 下水道河川整
備課

計画 Ｂ系等、Ｃ系等増
設

Ｂ系等、Ｃ系等増
設

Ｂ系等、Ｃ系等増
設

Ｂ系等、Ｃ系等増
設

次期増設の検討
Ｃ系２分の１供用
開始

　汚水処理能力４６，７００㎥/日の
整備を達成した。

　汚水流入量の増加に合せ
た効率の良い次期増設計画
を決定する。

⇒

改定 実施 実施 －

　平成15年度改定後、事業工程変 事業費 1,020,000 2,080,000 1,252,000 337,000 0

実績 山崎下水道終末処
理場増設工事

山崎下水道終末処
理場増設工事

山崎下水道終末処
理場増設工事委託

山崎下水道終末処
理場増設工事委託

次期増設計画の調
査・検討

事業費 992,000 2,038,000 1,186,520 329,750 0

4 山崎水質浄化センター西側上部
利用

下水道河川整
備課

計画 検討 検討 検討 検討 検討 　次期実施計画に向け課題等の整理を
行なった。

　補助金適化法の目的外使
用となるため、国・県と協
議・調整が必要。
　地元住民等との協議・調
整が必要。

⇒

－ － －

平成15年度改定後、事業工程変 事業費 0 0 0 0 0

実績 調査・検討 基本検討書作成、
市民モニターアン
ケート調査

調査・検討 調査･検討 調査･検討

事業費 0 0 0 0 0

5 七里ガ浜水質浄化センターの改
修

七里ガ浜水質
浄化センター

計画 台帳整備 台帳整備
調査診断

台帳整備
調査診断
実施設計

詳細設計・改修 改修 　１００％予定通り執行できた。 　平成１７年度から改築工
事が予定通り始まり、今後
は計画に沿ってより効率の
良い施設を建設していく。⇒

実施 実施 実施

　平成15年度改定後、事業工程変 事業費 29,500 30,000 49,000 35,000 506,500

実績 台帳整備 台帳整備、改修調
査診断

台帳整備、改修調
査診断

改築詳細設計 改築詳細設計、汚
泥処理設備・電気
設備工事

事業費 27,510 28,665 47,040 35,000 506,500
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№ 事　　業　　名 所管課 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 評　　価　　等 課　　題　　　

6 汚泥焼却炉流動空気冷却装置設
置事業

山崎水質浄化
センター

計画 　１００％予定通り執行できた。 　平成１８年度で工事は完
成した。⇒

改定 実施 実施 実施

　平成15年度改定後、新規採択 事業費 0 5,000 42,400

実績 調査･検討 詳細設計 設置工事

事業費 0 5,000 42,400

7 鎌倉処理区汚水管渠等の修繕 下水道河川維
持課

計画 修繕 修繕 修繕 修繕
地下埋設物調査

修繕
地下埋設物調査

　平成１７年度末迄の修繕延長の目標
１０，７２５ｍに対し,９，３６８ｍ
完了し、約８７％を達成できた。

　経年劣化による汚水管
きょの老朽化。⇒

改定 実施 実施 実施

平成15年度改定後、事業工程変 事業費 50,000 44,500 31,000 42,500 50,000

実績 修繕工事 修繕工事 修繕工事 修繕工事 修繕工事等

事業費 30,345 38,973 15,120 29,716 31,506

8 鎌倉処理区新幹線計画（汚水バ
イパス管渠の建設）

下水道河川維
持課

計画 調査･検討 調査･検討 調査･検討 実施設計
各種調査

実施設計
各種調査

　施工済バイパス管を利用した効果的
な検討ができた。

　膨大な費用。

⇒

改定 調査検討 調査検討 調査検討

　平成15年度改定後、事業工程変 事業費 0 0 0 0 0

実績 地下埋設物等調査 地下埋設物等調査 事業実施に向け検
討

事業実施に向け検
討

調査・検討

事業費 0 0 0 0 0

9 大船処理区住宅団地汚水管渠等
の修繕

下水道河川維
持課

計画 修繕 修繕 修繕 修繕 修繕 　平成１７年度末迄の修繕延長の目標
１２，７３７ｍに対し,８，４６６ｍ
完了し、約６６％を達成できた。

　経年劣化による汚水管
きょの老朽化。⇒

実施 実施 実施

平成15年度改定後、事業工程変 事業費 93,000 98,500 97,600 120,000 120,000

実績 修繕工事 修繕工事 修繕工事 修繕工事 修繕工事

事業費 39,993 60,879 91,560 79,774 62,381

10 雨水管渠の整備 下水道河川整
備課

計画 整備・調査 整備・調査 整備・調査 整備・調査 整備・調査 　平成２２年度末で整備率約８０％を
目標としている。整備には多大は費用
がかかるため、現在の整備率約７６％
を上げることが難しい。

　道路の幅員が狭く、また
既に水道管やガス管などが
布設されており、雨水管を
埋設するには、移設費用の
増大や工事の困難性を伴
う。

⇒

改定 実施 実施 実施

　平成15年度改定後、事業工程変 事業費 86,000 103,215 140,000 133,000 178,900

実績 公共下水道（雨
水）築造工事

公共下水道（雨
水）築造工事

公共下水道（雨
水）築造工事

公共下水道（雨
水）築造工事

公共下水道（雨
水）築造工事

事業費 47,865 87,509 119,938 101,827 133,821

11 下水資源の有効利用（放流水、
汚泥等）

七里ガ浜水質
浄化センター

計画 調査・検討 調査・検討 調査・検討 調査・検討 調査・検討 　汚泥、焼却灰については、１００％
セメント原料化を実施した。

　今後も、安定した有効利
用先の確保のため調査・検
討を進める。

山崎水質浄化
センター

事業費 0 0 0 0 0

実績 調査・検討 調査・検討 調査・検討 調査・検討 下水汚泥のセメン
ト原料化100％実
施

事業費 0 0 0 0 0

12 準用河川の整備 下水道河川整
備課

計画 検討 検討 　平成１５年度～１６年度の繰越明許
にて、小袋谷川及び梅田川雨水幹線の
合流点の改良工事を実施した。拡幅用
地については、開発事業者の理解によ
り、無償にて土地の提供を受けた。

　計画断面を確保するため
の用地取得が必要となる
が、用地買収は非常に困難
であり、整備に支障をきた
している。そのため、貯留
施設等の整備などの流出抑
制対策を含めた総合的な対
策が強く求められている。

⇒

改定 協議・検討 協議・検討 協議・検討

　平成15年度改定後、事業工程変 事業費 0 0 34,209 34,209 0

実績 実施に向け検討 実施に向け検討 河川改良工事（小
袋谷川）を延期
*16年度へ繰越明
許

河川改良工事（小
袋谷川）*15年度
繰越明許

調査・検討

事業費 0 0 0 34,209 0
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№ 事　　業　　名 所管課 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 評　　価　　等 課　　題　　　

13 普通河川・水路の整備 下水道河川整
備課

計画 護岸整備
水路調査

　平成１４年度に横浜市と協定を締結
し滝ノ川の河川改修を行った。

　滝ノ川については、護岸
未整備箇所の洗掘などによ
る法面の崩落が生じている
ことから、地元住民から護
岸整備の要望が出されてい
る。
　対応が必要と考えてい
る。

　　 事業費 25,000 25,000 0 0 3,500

実績 滝ノ川護岸整備を
延期、水路は調
査・検討

滝ノ川護岸工事、
水路は調査・検討

調査・検討 調査･検討、藤沢
市と協議

調査･検討、藤沢
市と協議、柵設置

事業費 0 24,717 0 0 2,363

14 浸水･低地排水への対策 下水道河川整
備課

計画 協議・調整 協議・調整 協議・調整 協議・調整 協議・調整
用地交渉

（岡本ポンプ場）
　用地の取得に向け調整を図ったが、
確保までにはいたらなかった。
（坂本町）
　平成１８年度ポンプ場の詳細設計を
実施。

（岡本ポンプ場）
　用地の確保が課題。
（坂本町）
　平成１９年度から事業実
施予定。

（岡本ポンプ場） 改定 関係機関協議調整 関係機関協議調整 関係機関協議調整

⇒

事業費 0 0 0 0 0
平成15年度改定後、事業工程変
更

実績 検討 検討 関係機関等と協議
調整

関係機関等と協議
調整

関係機関等と協議
調整

事業費 0 0 0 0 0

（坂本町） 計画 基本調査 検討 検討 検討 検討⇒

改定 協議・調整 協議・調整 協議・調整
　平成15年度改定後、事業工程変 事業費 8,000 0 0 0 0

実績 基本設計 関係機関等と協議
調整

関係機関等と協議
調整

関係機関等と協議
調整

関係機関等と協議
調整

事業費 3,658 0 0 0 0

15 上下水道料金一括納付事業 下水道普及課 計画 プログラム設計 運用テスト 実施 実施 実施 　料金支払い窓口の一本化により、市
民の利便性が向上し、収納率の上昇が
図られた。　 事業費 2,000 3,000 87,565 92,736 97,481

実績 名義等統一作業、
移行プログラム作
成

納付書納付対象者
への通知、納付方
法相違対象者への
通知

事務委託料・シス
テム開発

事務委託料・シス
テム開発

事務委託料・シス
テム開発

事業費 1,000 1,700 88,257 93,573 97,555

16 河川等の親水環境整備 下水道河川維
持課

計画 検討 検討 検討 検討 検討 　次期実施計画への採択に向け、対象
水路の選定、整備にあたっての課題の
整理等を行った。
　対象水路として、明月川・音無川を
検討した。

　計画策定時における住民
参加手法の検討が必要。

　 事業費 0 0 0 0 0

実績 整備個所及び整備
内容について調査
検討

整備個所及び整備
内容について調査
検討

整備個所及び整備
内容について調査
検討

整備個所及び整備
内容について調査
検討

整備個所及び整備
内容について調査
検討

事業費 0 0 0 0 0
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